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〈会社回答〉

平成31年度の賃金改訂について、次のとおりとする。

１．在籍者への加算

平成31年４月１日に在籍する社員（試用社員を含む。）及び専任社

員の平成31年４月１日現在異動後の基本給に、等級及び区分に応じて

別表１のとおりの額を加算する。

２．初任給額

基本協約第103条及び第104条に定める初任給額を別表２及び別表３

のとおりとする。

2019年度新賃金配分第２回団体交渉開催

上には厚く下には薄い配分
さらに等級別の格差が拡大！
本部は持ち帰り検討！

本部は４月５日、申第36号「2019年度新賃金配分に関する申し入れ」に基づ

く第２回団体交渉を開催し、会社から2019年度新賃金配分について回答があり

ました。会社は、35歳ポイント1,300円（0.40％）の配分を「昨年と同様に、社員の

基本給に等級及び区分に応じて額を加算する。専任社員に対しても処遇向上の観点

で配分した」と回答しました。本部は、「組合が要求した一律の配分とはなっていな

い。これでは上と下の格差がさらに拡大され、若い社員のやる気を損ねるものであ

り、この回答には甚だ不満である」と会社回答に対して対立を通告し、持ち帰り検

討としました。
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３．昇格時昇給額

基本協約第113条に定める昇格時昇給額を別表４のとおりとする。

４．専任社員の基本給額

専任社員の雇用に関する協約別表１及び附則第３項に定める基本

給額を別表５及び別表６のとおりとする。

５．実施時期

平成31年４月１日から実施する。

６．精算日

令和元年６月25日以降準備でき次第とする。

※別表１、２、３、４、５、６は４ページ以降を参照してください。

《主な議論》

会社：平成31年度賃金改訂について、別表１は基本給の加算で、例年と同様の

考え方で等級毎に配分を行っている。昨年と同じ等級でも100円違う場合が

あるが、計算上の端数の関係である。専任社員については、昨年度に従来より

も厚く配分したが、その考えを踏襲し本年度についても同様としている。別

表１で基本給加算する金額を、専任社員の基本給額に足したものである。

初任給額については、基本給加算と同様の考え方で、各等級にそれぞれ

等級の改訂の加算額を加えたものである。昇格時昇級額についても従来と

同様で、例えばＪ１が1,000円でＪ２が1,100円であるので、Ｊ１からＪ２

に上がるところは従来より昇格時昇給額が100円上がるということである。

組合：４月１日現在の社員数と平均年齢等を明らかにすること。

会社：明らかにしない。

組合：考え方は、基本的には去年と変わらないということなのか。

会社：その通りである。

組合：組合は一律の配分を求めてきた。今回の格差配分は上と下の格差が更
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に拡がるものである。また、職場の中で若い社員がやる気をますます損ねて

いくものだと考える。組合は一律1,300円全員に配分することを求めてきた

が、そのようになっておらず、甚だ不満であり対立である。持ち帰り検討と

する。

以 上

※回答内容の詳細については次ページ以降の、回答資料別表を参照して下さい。
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